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Ⅰ．はじめに
　特殊教育から特別支援教育への転換から今年で10年，
就学前から就労に至るまで，将来にわたって子どもの
個々の教育的ニーズに応じた支援がますます重要視され
ている。本稿では，特別支援教育の歴史的背景を俯瞰す
るとともに，それぞれの特別支援学校における教育課程
や指導法に関する現状について検証し，今後の課題を見
きわめることを目的とした。
Ⅱ．特別支援教育の背景と現代的課題
　文部科学省によれば，「特別支援教育」とは，障害の
ある幼児児童生徒の自立や社会参加に受けた主体的な取
組を支援するという視点にたち，幼児児童生徒一人一人
の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高め，生活や
学習上の困難を改善又は克服するため，適切な指導及び
必要な支援を行うことである（文部科学省，2007）。従
前の盲・聾・養護学校制度においては盲，聾，知的障害，
肢体不自由，病弱の 5 種類の障害に対応した教育が提供
されてはいたものの，制度上，学校種別と異なる障害の
ある幼児児童生徒を受け入れることができないというこ
とから，地域の状況や子どもの状態に応じていない点が
大きな課題として浮上した。また，障害の重度・重複化
への対応も議論となっていた。このため，複数の障害に
対応する併設型養護学校や各種学校の配置見直し等の検
討を行ってきたものの，制度自体への柔軟性が求められ，
文部科学省の有識者会議報告『今後の特別支援教育の在
り方について（最終報告）』を受けた中央教育審議会の
『特別支援教育を推進するための制度の在り方について
（答申）』等を経た結果，最終的に特別支援教育が学校教
育法に位置づけられ，施行されたのは平成19（2007）年
4 月であったⅰ）。
　この法改正により従来の特殊教育から特別支援教育へ
の転換が図られたが，主な変更点として以下を挙げるこ
とができる（竹内，2010）。
① 　複数の障害種別に対応した教育を行うため，盲学校，
聾学校及び養護学校を特別支援学校に一本化した。
② 　特別支援学校は，在籍児童生徒等の教育を行うだけ
ではなく，小中学校等に在籍する障害のある児童生徒
等の教育について，必要な助言・援助を行うよう努め
ることとされた（センター的機能）。
③ 　小・中学校等においても，発達障害を含む障害のあ
る児童生徒等に対して適切な教育を行うことが，法律
上明確に規定された。
④ 　従来の盲学校，聾学校及び養護学校ごとの教員免許
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を特別支援学校の教員免許状に一本化した。
そして，各学校では幼児児童生徒の実態把握を行い支援
や配慮を検討するとともに，校内委員会の設置，特別支
援教育コーディネーターの配属，個別の教育支援計画お
よび指導計画の作成と活用，教員の専門性の向上等の体
制整備を行ってきた。
　このような法改正と教育体制整備を経て，特別支援教
育制度への転換は，各自治体の教育制度計画や将来構
想，地域支援体制の構築や教職員ほか教育関係者の意識
改革，理学療法士などの専門家配置と助言等の導入のよ
うに大きな成果をもたらした。その一方で，特別支援教
育をめぐる近年の動向として，特別支援学校，特別支援
学級ならびに通級指導の対象となる幼児児童生徒の数は
いずれも増加している現状を挙げることができる。平
成15年と26年を比較した統計値によれば（文部科学省，
2014），在籍児数は，特別支援学校で1. 3倍，特別支援学
級で2. 0倍，通級指導利用児で2. 3倍となっており。特別
支援学校についていえば高等部在籍児の増加率が顕著で
ある。加えて，通常学級に在籍する児童生徒のうち発達
障害の可能性があり特別な教育的支援を必要とする割合
は6. 5％と推定されている（文部科学省，2014）。このよ
うな数値から，特別支援教育はもはや一部の幼児児童生
徒のための教育でなく，いずれの学級においても必要と
される教育であることは周知の事実であろう。
　そして，このような現況を受け，一層，特別支援教育
を充実させるべく，切れ目ない支援体制の構築を目指し
下記を中心に事業が展開されているところである。
①　インクルーシブ教育システムの推進
②　発達障害に係る支援
③　教職員の専門性向上
④　学習指導要領の改訂
⑤　心のバリアフリー
　以上のような一連の事業は，特別支援教育のさらな
る推進を目指し特に通常学校における特別支援教育の
質の向上をねらいとしているように見受けられるもの
の，通常学校特別支援学級においては，教育編成上の負
担増加（佐野・浦野，2017；国立特別支援教育総合研究
所，2014）や孤立（佐野・浦野，2017），特別支援教育
を特定の教員に任せきりにしてしまう危惧（藤嶋・吉
岡，2017），教員の専門性の確保の困難性（藤嶋・吉岡，
2017；川戸・太田ら，2016），授業内容の見直しや授業
改善（檜和田・小田原，2015）等の課題が指摘されてい
る。一方，特別支援学校のセンター的機能に関する状況
については，特別支援学校のうち公立において，近隣の
小・中学校等と連絡調整等を行っている学校は 8 割を超
えており（平成27年度特別支援学校のセンター的機能の
取組に関する状況調査），特別支援学校における小・中
学校等の教育への支援機能や小・中学校等の教員に対す
る研修協力機能は今後ますます期待されるところである。
　以上のような特別支援教育の背景と現代的課題を踏ま
え，特別支援教育に関わる教職員や志望する学生の一助
となるように，本稿では，知的障害，肢体不自由，病弱・
虚弱の障害別から教育課程ならびに指導法について論じ
ていきたい。
Ⅲ．知的障害特別支援学校における教育課程と指導法
1．教育課程の現状と課題
1）新学習指導要領（平成29年 4月公示）と知的障害
　障害者権利条約やインクルーシブ教育システムの構築
の推進を背景に，知的障害者である児童生徒の新しい学
習指導要領では小学校等との教育課程の連続性の確保が
求められた（宮崎，2017）。中央教育審議会答申（2016）
では，育成をめざす資質・能力の 3 つの柱として「生き
て働く『知識・技能』の習得」，「未来の状況にも対応で
きる『思考力・判断力・表現力等』の育成」，「学びを人
生や社会に生かそうとする『学びに向かう力・人間性
等』の涵養」を示し，小学校等の学習指導要領の教科
等をこの 3 つの柱に基づき整理した。これを受け「知的
障害者である児童生徒のための各教科の目標や内容につ
いて小学校等の各教科の目標や内容の連続性・関連性
を整理することが必要である。」（中央教育審議会答申，
2016）とし，知的障害である児童生徒の各教科には各段
階ごとの目標の設定と段階が設けられ，また特に必要が
ある場合には，個別の指導計画に基づき，当該学部に相
当する学校段階までの小学校等の学習指導要領の各教科
の目標・内容等を参考に指導できるようになった。
　知的障害者である児童生徒には障害特性を考慮して他
の障害種とは異なる教科の段階，目標，内容があり，ま
た領域・教科を合わせた指導を行うことができるなど独
自の教育課程を編成することができる。新しい学習指導
要領では小学校等との教育課程の連続性の確保のために，
知的障害特別支援学校での教科は中学部に 2 段階を新設
し，各教科等を合わせた指導は「どのように」という指
導形態に相当するので，児童生徒が教科等で何を学ぶか
を明確にする必要があるとしている（一木，2017）。
2 ）アクティブラーニングの視点からの授業改善
　中央教育審議会答申（2016）では，学びの質を高め
るために「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ
ラーニング）の視点からの授業改善を求めている。丹野
（2017）は，単元や題材などのまとまりのなかで，児童
生徒等が「主体的」「対話的」「深い学び」の 3 つの視点
が実現されているか把握し授業改善していくとしている。
特に深い学びについては，「教員が教える場面と，子ど
もたちに思考・判断・表現させる場面を効果的に設計し
関連させながら指導しいく」ことの重要性を指摘してお
り，知的障害者である児童生徒にもアクティブラーニン
グの視点での授業が求められることになる。
　小学校等における典型的な発達の子どもを対象とした
主体的・対話的で深い学びの実践は，グループでの話し
合い活動を取り入れたり，友達との対話により問題を解
く，学級での授業にアクティブラーニングの各要素に相
当する活動を入れて組み立てるなどの実践が行われて
効果を示している。これらの効果の測定は，児童が授業
をふりかえって書いた感想やポートフォリオなどの記
録，話し合いの会話を記録し分析し児童の思考の過程や
深まりを追うことによって検討されている。知的障害は
言語能力に制限がある児童生徒が多く，会話ができる児
童生徒から，中学部でもことばの表出が単語から 2 － 3
語文の生徒も多く在籍する。したがって，まずは知的障
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害の児童生徒の内面を働かせる思考やその深まりをどの
ように読み取とるのか，また経験が断片的になりやすい
などの特性も持つ知的障害児にいかにアクティブラーニ
ングの授業を組み立てるかは課題であろう。例えば大谷
（2017）は，アクティブラーニングに教科横断的な側面
が求められていることもふまえ授業論の立場から検討し
たところ，知的障害教育において取り組まれてきた授業
はアクティブラーニングとの接点が多く，それは生活に
根ざすという理念があるからだと指摘している。知的障
害教育における授業の本質を堅持しつつ，資質・能力を
育成する授業研究を進めることに進展の可能性を指摘し
ている。教育課程を含めたアクティブラーニングの授業
づくりの取り組みの実践と模索が求められよう。
2 ．指導の方法に関わる諸課題
　知的障害特別支援学校における指導の方法に関する諸
課題を以下に述べる。
1 ）学習評価に関して
　知的障害特別支援学校における学習評価は，児童生徒
の様子を観察して記録することで評価することが多く，
分析的な評価や多面的な評価につながりにくいことが指
摘された（松見，2016）。中央教育審議会「児童生徒の
学習評価の在り方について（報告）」（2010）では，観
点別学習状況の評価の観点として，「関心・意欲・態度」
「思考・判断・表現」「技能」「知識・理解」の 4 つを示
している。今後この評価を実施していくことが推奨され
ているが，このような観点別学習状況の評価を行うにあ
たり，計画段階で学習評価の 4 観点に基づいた評価規準
を設定するなどの評価計画が必要である（松見，2016）。
評価計画を立てることで，評価すべき対象が明確になる，
教師間での共通理解を深めることができるため，学習評
価をどのように取り入れていくかが課題である。
2 ）キャリア教育に関して
　平成21年 3 月に告示された特別支援学校高等部学習指
導要領において「キャリア教育」に関する内容が盛り込
まれたことをきっかけとして，特別支援教育においても
キャリア教育の推進が求められてきた。キャリア教育と
は，2011年の中央教育審議会「今後の学校におけるキャ
リア教育・職業教育の在り方について（答申）」において，
「一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤と
なる能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を
促す教育」と定義される。進路指導であり，職業教育で
あると狭義に捉えられることも少なくないが，菊地（2012）
は，特別支援教育におけるキャリア教育とは，児童生徒
一人一人が学習上，生活上経験する様々なもの・ことに
対して本人なりに「意味づけ」「価値づけ」「方向付け」
ができるように支援し，その積み重ねや発達を大切にす
る教育であるとしている。このようなキャリア発達を促
すためには，子どもが「やりたい」「わかる」「できる」「やっ
た」と思える主体的に取り組む授業を，学校全体で組織
的につなぐことが求められる（菊地，2013）。知的障害
の児童生徒が将来の社会生活における目指す自己像を目
標として，それらを育む教育が必要であるが，重度の知
的障害のある児童生徒に対して，キャリア発達に向けて
どのような形での支援が可能であるかが課題である。
3 ）ICTを活用したアクティブラーニングに関して
　知的障害特別支援学校においても授業内でタブレット
を用いて情報を提示したり，説明を行ったりすることが
多くなってきた。視覚的にも聴覚的にも多彩な表現がで
きることから，児童生徒が注意を向けやすく，興味を持
ちやすい。パソコン学習では，児童生徒の反応に応じて
応答がなされることで，学習への動機づけも高めること
ができる。これらのことから，ICTの活用は指導の効果
を高めることが期待されている。とはいえ，これらの使
用はあくまで手段であって目的ではないことに注意が必
要である。インターネットの活用についても同様であり，
コミュニケーションの手段として用いることで，交流及
び共同学習の活用に広がりを見せている。高等部の生徒
では，インターネットを効果的に用いることで，就職先
についての情報を得たり，交通手段を調べたりして日常
生活においても必要性を増すものである。しかしながら，
インターネットにおいては使用する上では児童生徒が不
正な書き込みをしたり，支払いを求められたり，ネット
犯罪に巻き込まれたりするなどの問題に対する注意が必
要である。
Ⅳ ．肢体不自由特別支援学校における教育課程と指
導法
　本項では，肢体不自由特別支援学校の教育課程や指導
法の現状と課題を述べる。
1 ．肢体不自由を有する児童生徒の多様な姿
　2017年の文科省の調査結果では，肢体不自由を有し，
特別支援学校の対象として位置づいている児童生徒の数
は31,889名，同特別支援学級は4,418名，通級による指導
を受けている児童生徒は全国で92名である（なお，複数
の障害種を対象としている場合は重複してカウントした
数字である）。このうち多くは脳原性疾患，中でも脳性
麻痺が圧倒的に多いとされているが，戦後の歴史にまで
さかのぼれば，公衆衛生や保健領域ならびに周産期を含
めた医学や医療の進歩によりその対象は変遷してきた。
これが対象児童生徒の起因疾患の変化をもたらし，結果，
教育上の課題や支援者の立ち位置にも変化がもたらされ
てきた。特に，単一の脳性まひ，ポリオ，先天性股関節脱臼，
骨関節疾患等など症状と原因が比較的限定される肢体不
自由児への対応から，少なくともこの四半世紀において
は①随伴障害を伴う脳性まひ，②重複障害児，③医療的
なケアを要する児への対応が課題となり，またいずれの
場合も低出生体重児の存在を念頭に置く必要がある。
2 ．教育課程ならびに指導法の現状と課題
　上記の理由により，学習形態として「教科」を用いク
ラス単位での授業を念頭に授業が可能な者から，重複障
害あるいは脳疾患による随伴障害を伴うため，より「個」
に合わせた教育形態が望ましい者まで，想定しなければ
ならない教育課程の幅はとても広い。結果，多くの特別
支援学校では「各教科等による教育課程」「下学年代替
による教育課程」「知的障害特別支援学校の各教科の代
替による教育課程」「自立活動を主とする課程」そして「訪
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問教育による教育課程」など，児童生徒の実態に合わせ
て，いくつかの教育課程の類型を適用させている。少し
古いが，平成13年時点での国立特殊教育総合研究所（現
在の国立特別支援教育総合研究所）の調査では，このう
ち「知的障害特別支援学校の各教科の代替による教育課
程」ならびに「自立活動を主として指導する教育課程」
が 7 割を超えている。以下ではこの二つの教育課程を中
心にその課題を指摘する。
1 ）知的障害教育の各教科等の代替
　知的障害特別支援学校での適用と比べれば，①遊びの
指導が小学部から高等部で比較的一貫して展開されるこ
と（年間100～150時間・週 4 時間程度），②生活単元学
習から作業学習へのシフトが多少遅いこと（高等部段階
で逆転），③平行して行われている自立活動の取り扱い
時数，などの点で多少の違いがあるものの，肢体不自由
特別支援学校でも「生活単元学習」「日常生活の指導」「遊
びの指導」「作業学習」など，いわゆる合わせた指導が
展開されている（国立特殊教育研究総合研究所，2004）。
ただし，知的障害教育の合わせた指導が持つ「単元設定
ありきの問題（川間，2004）」や「授業枠組みのあいま
いさ（徳永，2014）」などを，肢体不自由児教育でもそ
のままに引き継いでしまうことの危険性が危惧されてい
る。特に，下山（2016）は姿勢―運動，視覚認知の制
約を抱えやすい肢体不自由児にとってこうした授業で
は「活動の流れが重視される傾向があり，知識や技術を
身につけるための手だてや学習会数等が十分確保されな
い」「学習に参加しているが力がつかない」と述べ，活
動参加に影響を与える「生活上の能力・態度・経験」を
事前に把握する必要があることを指摘している。ただし，
この実現のためには，発達領域・学習達成状況・生活へ
の参加状況など，非常に広範囲に及ぶ実態把握を行う必
要がある。日々，授業を実施する者にとっては「いつ，
どこで，誰が」こうした実態把握を行うかということを
はじめ，「授業づくりのPDCAサイクルとどう関連付け
るか」が課題とされている。
2 ）自立活動を主とした指導
　先の調査では，自立活動を主とした指導として教育課
程を組んでいる学校は「知的障害教育の各教科の代替」
よりも多く，半数近くにのぼる。自立活動を主とする教
育課程においては，肢体不自由や併せ持つ他の障害の状
態が重く，健康状態，覚醒水準などの点でも高い配慮が
求められる児童生徒が多い。そのため自立活動において，
ADL（日常生活動作）に関わるような内容が取り上げ
られることが多く，中には「指導」というよりも「介助」
のような形で，担当教師が児童生徒の学習活動としてと
らえなおさず，単に世話に終始してしまう現状があるこ
とも指摘されている（杉本・加藤，2015）
　こうした課題の解決に向けて，前項と重なるが事前の
実態把握，適切な指導目標の設定，具体的な指導内容の
設定，そして評価と指導の改善が満遍なく展開され，か
つそれぞれのプロセスが繋がる必要がある。ただし，例
えば事後の評価をとっても，目標達成の状況を「できる
/できないという客観的な指標で抜き出して捉えるのか」，
それとも「活動への取り組みの状況から具体的な記述（エ
ピソード）を中心に幅広くとらえるのか」，など多様な
価値観とそれに基づく方法が散在している。各手法の利
点や問題点あるいはそれらを包括的に理解するための枠
組みが十分に検討されていない点は今後の課題である。
3 ．その他の今日的課題
1）長いスパンを見通した個別の指導計画の展開
　肢体不自由児の場合，その特性から自らの行動制限な
らびに社会活動への参加の制約が生じやすい。個人特性
と環境特性との関係から捉えることのできるICF（国際
生活機能分類）の視点も交えながら，こうした状況を紐
解き，授業実践を推進させることができるよう，個別の
教育支援計画や指導計画の作成について，頻繁に議論が
行われてきた。
　ただし，特に障害の程度が重たい肢体不自由児の場合，
その発達の見通しは，学期単位よりもむしろ年間あるい
は学部単位という長いスパンになることも少なくない。
一方，関わる担任は単年度で変わる可能性もあり，身体
への接触を含めた直接的な指導で得た成果ならびに教員
の具体的感覚（体感）を，いかに切れ目なく引き継ぐこ
とのできる体制を整えることができるかは，今後の検討
課題である。
2 ）初めての社会生活の経験；「一緒の保育」をどう支
え，どうつなげるか
　上記議論と重なるが，社会生活を含めた生活経験に制
約が多い肢体不自由児にとって，幼児期に他児と同じ
環境で日々を過ごす統合保育（一緒の保育）の経験は，
①障害のない子どもとの間での自然な関わり，②活動に
「直に」入ることで少しずつ蓄えていく学習レディネス，
③安定的な社会性やパーソナリティーの形成など，多方
面に寄与する。しかし，既存の保育環境との間では物理
的・社会的なギャップが生じやすいにも関わらず（真鍋，
2008：真鍋・橋本，印刷中），これまでの議論は「機能
訓練」に偏っており，幼児期に得たリアルな経験をいか
に特別支援学校や特別支援学級につなげ活かすかという
視点と具体的方策は，未だ緒に就いていない。
3 ）ICT機器の活用
　現在の肢体不自由児教育においては，ICTまたはATの
活用は担任に求められる必須スキルとして位置づいてい
ると言っても過言ではない。ただし，これだけ普及して
いるICT機器等の活用にあたっては，①学校規模レベル
で物的リソースとその展開を促すシステムを構築できる
か，その際，②いかに関係する他の専門性を持った者（理
学療法士や作業療法士など）を巻き込んでいくかなど，
担任一人ができる範囲を超えた対応が求められている。
Ⅴ．病弱特別支援学校における教育課程と指導法　
　本項では，病弱特別支援学校の教育課程や指導法と関
わる病弱教育の現状と課題を述べる。（病弱特別支援学
校に限定せずに述べていく。）
1 ．病弱特別支援学校・学級在籍児の実態の変化
　病弱特別支援学校・学級に在籍する児童生徒が罹患し
ている疾病は時代とともに変わってきた。その変化は，
当然，教育課程や指導法に直接影響を及ぼすことになる。
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本邦の近年の大規模調査として，日下（2015）が挙げら
れる。日下（2015）は，全国病弱虚弱教育研究連盟およ
び全国特別支援学校病弱教育校長会による調査結果を再
分析した。教育形態を12分類から 6 分類にした。また，
病類は，ICD-10に準拠した疾病分類による18分類とした。
　「喘息など呼吸器系の疾患」は激減，「筋ジストロ
フィーなど神経系疾患」「腎炎など腎臓疾患」「虚弱・肥
満など」は減少幅が大きかった。これらは，従来，病弱
教育対象児の主たる疾患であったが，医療の進歩と共に
減少傾向にあり，今後も減少していくことが予想される。
　他方，「心身症などの行動障害」は増加傾向にあった。
これには，気質的脳疾患，精神病，食思不振症といった
疾患のほか，発達障害や不登校などをはじめとしたその
他の精神・行動障害が含まれた。日下（2015）は，これ
らの疾患のある児童生徒への対応が，病弱教育の今日的
課題の一つであると指摘した。なお，「重度・重複など」
も明らかな増加傾向にあった。
　従来，「心身などの行動障害」のある児童生徒は，通
常学級に在籍し支援の対象外であった。しかし，特別支
援教育への転換の経過で発達障害が注目された結果，こ
うした子どもの存在が改めて認識され，病弱教育にもそ
の対応が求められている。小児精神を受診し入院治療が
必要なケースでは，院内学級等での対応がなされてきた。
しかし，通院児の教育に関しては効果的な支援の場は十
分ではなかった。この点で，関係者の病弱教育，特に病
弱特別支援学校への期待は大変に大きい。しかし，現在
の病弱特別支援学校には，こうした子どもの教育に関す
るノウハウの蓄積は乏しく，現場の教員は大きな困難の
中で実践しているのが現状であり，今後の大きな課題と
いえるだろう。
2 ．病弱特別支援学校・学級・通常の学級の課題
　このような病弱教育対象児の実態の変化（対象既定の
柔軟化）から，病弱特別支援学校・学級および通常の学
級の課題を指摘する。
1 ）病弱特別支援学校：池本（2009）は，近年の病弱
特別支援学校は以下の 5 タイプにまとめられるとした。
①病弱特化型（病院に併設し，入院児のみ受け入れ），
②入院・通学型（入院児，通学生を対象。内部で重症心
身，慢性疾患，心身症などの部門），③複数障害種対応
型（知的・肢体不自由などの障害種にも対応するよう再
編整備），④寄宿舎型（軽度慢性疾患や心身症に対応），
⑤健康学園型（肥満，喘息，病虚弱などに対応）。池本
（2009）は③のタイプの学校の増加を予想し，専門性の
発展・継承が課題であると指摘した。
　どのタイプの学校かによって，学校で編成される教
育課程は異なることになり（複数の異なる類型をもつ），
タイプごとに教育課程編成上の課題を整理する必要があ
る。また，先述の「心身症などの行動障害」のケースでは，
家庭の養育上の問題を併せ持つ場合が多い。病状自体は
入院治療を要するほどではないため通院で治療可能であ
るが，家庭環境が整わないために教育的支援が十分にな
されない（例，不登校・非行など）。寄宿舎型では，学
校生活と合わせて日常生活の指導を行うこともでき，ま
た，その間に家族支援を行うこともできる。寄宿舎の教
育機能の一つとして，今後の検討が期待される。
2 ）病弱特別支援学級：多くが，病院内に設置されて
いる院内学級であり，設置率は減少傾向にある（池本，
2009）。少子化による入院児の減少，医療の進歩による
入院期間の短縮によって在籍児が減少したための閉鎖と
考えられた。入院児の教育保障が課題である（院内学級
の設置，訪問教育・指導等）。また，特別支援学級の院
内学級では高校生を受け入れることはできない。院内学
級生徒の進路指導と高校期の学びの場については，大き
な課題といえる。
3 ）通常の学級：「連続性のある学びの場」の整備の観
点からは，通常の学級に在籍する病弱児への支援は課題
であるが，実態調査すら十分になされていない現状にあ
る。入院治療を短期にして通院に切り替える医療方針に
よって，従来にも増して多くの病弱児が通常の学級で学
んでいることが予想されるが，具体的な支援（指導法）
については検討されていない。心理的なケアを含む教育
プログラムについては検討課題である。
3 ．教育課程・指導法の直接的な課題
　教育課程編成の手順は，病気の実態等に応じて，①授
業形態の検討→②学習グループの編成→③指導内容の
配列→④基礎的・基本的内容の重点化→⑤授業時数の
検討→⑥日課表の作成の順序で進められる。病弱児に
は，①授業時数に制約がある，②病状の改善の見通しが
立てにくい，③病状が改善し，転学が見込まれている，
④学習が遅れている，⑤人体的活動に制限がある，⑥心
理的な反応により学習活動への参加が難しい，等を示す
場合があり，個に応じた配慮が課題となる。病気の多様
化と関連して，個々の児童生徒の病気の種類や病状，障
害の状態，病気に対する自己管理や経験等の実態に応じ
て教育課程や指導方法を個別に設定する必要がある。病
気によって留意事項は異なり，先述の通り「心身症など
の行動障害」については課題が多い。
　また，学校（前籍校・転籍校）と家庭と医療との連携，
学習空白を作らない速やかな手続きの実施等，病弱教育
独自の課題も挙げられる。
Ⅵ．おわりに　
　知的障害特別支援学校では，今日的課題としてアク
ティブラーニングの活用が挙げられ，今後の指導の方向
性についての議論の必要性を講じた。肢体不自由特別支
援学校では，児童生徒の特有な障害特性や生活上の制約
を包含する「評価」を初め，PDCAサイクルの各要素間
のつながりに関わる課題を指摘した。病弱特別支援学校
では，主として，新たな対象となってきた「心身症など
の行動障害」のある児童生徒と関わる諸課題を指摘した。
　知的障害，肢体不自由，病弱のそれぞれの学校におい
て，特別支援教育に関する現代的課題が山積しており，
今後も課題の整理と課題の解決に向けた方向性について
の議論が必要であろう。
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注
ⅰ）「学校教育法等の一部を改正する法律」（平成18年法
律第80号）；「学校教育法」（昭和22年法律第26号），「教
育職員免許法」（昭和24年法律第147号），「義務教育諸
学校等の施設費の国庫負担等に関する法律（昭和33年
法律第81号），「独立行政法人国立特殊教育総合研究所
法」（平成11年法律第165号）の一部改正
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